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（１）法人の名称 学校法人東海大学
（２）主たる事務所

（住所） 東京都渋谷区富ヶ谷２丁目 10 番２号 
（電話番号） 03-3467-2211

（ホームページアドレス）https://www.tokai.ac.jp/

新しい文明社会へ向かって

――――――――――――――――――――――――――
今日の文明社会は、高度な科学技術によって支えられて

います。20 世紀の人類はわずか 100 年の間に月に到達し、
原子の火を燃やし、遺伝子という生命の謎を解く鍵を手に

入れました。その一方で私たちは、こうした先端技術が、扱
い方を間違えれば人類を危機に導きかねないという時代に

生きています。あるいは、近い将来 100億人を超えるといわ
れる世界人口の増加は、地球の温暖化や食糧危機を促すと

いわれています。地球レベルでの環境破壊など、現代の文明
社会の歪みも明らかになってきました。また、情報技術革命

の進展は私たちの社会や生活のグローバル化を促進させる
一方、世界では依然として地域紛争、民族・宗教対立が途絶

えることはありません。そして、核軍縮が進んだといわれな
がらも、いまだ地球上には大量の核弾頭が存在しています。 

こうした時代に、私たちは何をなすべきか――神やイデ
オロギーだけで人々の価値観が形成されていた時代は終わ

り、多様な価値観が存在するカオスの時代へ入りました。私
たちはいま、21 世紀初頭という大きな歴史の転換期に生き

ています。違う価値を排除するのではなく、多様な価値の存
在を認めながらお互いが共存していく道を探っていくこと、

そこに人と人、国と国、人と自然との新しい関係が生まれて
くるはずです。生命科学の発達は、地球上の生きもの全てが

同じ一つのいのちから生まれたことを明らかにしつつあり
ます。私たち人類も何百万種といわれる地球上の生きもの

の一つとして存在しています。それゆえ、地球生命圏の一員
としての新しい思想を構築しながら、未来の扉を開いてい

かなければなりません。
人類は長い歴史の中でさまざまな対立を繰り返してきま

学校法人東海大学

総長 松前 達郎

１．基本情報 

２．総長挨拶 
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した。これを克服し、人々が地球市民として心をつなぎ、人
と社会と自然が共存できる新しい文明社会の実現をめざす

こと――そこに学校法人東海大学の使命があるのです。 
 
 
 
 
 
 
創立者松前重義は、青年時代に｢人生いかに生きるべきか｣について思い悩み、

内村鑑三の研究会を訪ね、その思想に深く感銘を受けるようになりました。特に
デンマークの教育による国づくりの歴史に啓発され、生涯を教育に捧げようと

決意して｢望星学塾｣を開設しました。ここに東海大学の学園の原点があります。 
 
創立者松前はこの｢望星学塾｣に次の四つの言葉を掲げました。 
 
若き日に汝の思想を培え 
若き日に汝の体軀を養え 
若き日に汝の智能を磨け 
若き日に汝の希望を星につなげ 
 
ここでは、身体を鍛え、知能を磨くとともに、人間、社会、自然、歴史、世界

等に対する幅広い視野をもって、一人ひとりが人生の基盤となる思想を培い、人
生の意義について共に考えつつ希望の星に向かって生きていこうと語りかけて

います。 
 
本学園は、このような創立者の精神を受け継ぎ、明日の歴史を担う強い使命

感と豊かな人間性をもった人材を育てることにより、｢調和のとれた文明社会を

建設する｣という理想を高く掲げ、歩み続けていきます。 

３．建学の精神【使命】 
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1942(昭和 17) 12 財団法人国防理工学園を創設 

1943(昭和 18) 4 航空科学専門学校を静岡県清水市三保に開校 

1944(昭和 19) 4 電波科学専門学校を東京都中野区に開校（後に府中新校舎に移転）し、電波工

業学校を併設 

9 財団法人電気通信工学校（1937年設立）を合併 

1945(昭和 20) 8 財団法人東海学園と改称 

8 航空科学専門学校と電波科学専門学校を合併し、東海専門学校と改称。本校を

静岡県清水市三保、分校を東京都府中市に設置 

8 電気通信工学校と電波工業学校を合併し、東海工業学校と改称 

10 東海専門学校を東海科学専門学校と改称 

1946(昭和 21) 5 旧制大学令により東海大学認可。理工学部、経文学部、予科を静岡県清水市駒

越に設置 

1948(昭和 23) 4 東海高等学校を開校 

4 東海大学実業高等学校を静岡県清水市三保に開校 

1949(昭和 24) 4 東海大学第一中学校を静岡県清水市駒越に開校 

1950(昭和 25) 2 学制改革により新制大学として開学し、工学部、文学部を設置 

1951(昭和 26) 3 私立学校法施行により学校法人東海大学となる 

3 東海科学専門学校を廃止 

4 東海大学高等学校を静岡県静岡市宮前町に開校 

1952(昭和 27) 4 東海大学短期大学部（商科）を静岡県清水市駒越に開学 

4 東海高等学校を東海電波高等学校に改称 

1955(昭和 30) 1 東海大学工学部を静岡県清水市より東京都渋谷区富ヶ谷に移転 

4 東海大学付属高等学校を東京都渋谷区富ヶ谷に開校 

1958(昭和 33) 4 東海大学文学部を静岡県清水市より東京都渋谷区富ヶ谷に移転 

4 東海大学付属幼稚園を静岡県清水市三保に開園 

1959(昭和 34) 4 東海大学付属高等学校に通信教育部を設置 

4 東海大学工業高等学校を静岡県清水市三保に開校 

1960(昭和 35) 3 超短波放送実用化試験局（FM東海）を東京都渋谷区富ヶ谷に開局 

4 東海大学文学部の文学科を廃止し、史学科、英文学科を設置 

1961(昭和 36) 4 東海大学文学部に広報学科を設置 

4 東海大学工学部に経営工学科を設置 

4 東海大学第二高等学校（普通科・工業科）を熊本県熊本市大江町に開校 

6 電子計算センターを東京都渋谷区富ヶ谷に設置 

1962(昭和 37) 4 東海大学に海洋学部を開設し、海洋工学科、海洋資源学科を静岡県清水市折戸

に設置 

4 東海大学工学部に機械工学科を設置 

4 東海大学出版会を東京都渋谷区富ヶ谷に設置 

5 海洋調査実習船「東海大学丸」が就航 

1963(昭和 38) 4 東海大学に大学院工学研究科を設置 

4 東海大学湘南校舎を神奈川県平塚市北金目に開設 

４．沿革 
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4 東海大学に第二工学部を開設し、電気工学科、応用理学科、建設工学科、機械

工学科を設置  
4 東海大学短期大学部（東京）を東京都港区高輪に開設し、電気通信工学科を設

置  
4 東海大学付属相模高等学校を神奈川県相模原市相南に開校  
4 東海大学第三高等学校（普通科・工業科）を長野県茅野市玉川に開校  
4 東海大学付属高等学校通信教育部を独立させ、東海大学付属望星高等学校を開

校 

1964(昭和 39) 4 東海大学に理学部を開設し、数学科、物理学科、化学科を神奈川県平塚市北金

目に設置 

 4 東海大学に別科（日本語研修課程）を神奈川県平塚市北金目に開設  
4 東海大学短期大学部（熊本）を熊本県熊本市大江町に開設し、電気工学科、機

械工学科を設置  
4 東海大学第四高等学校を北海道札幌市南区南沢に開校 

1965(昭和 40) 4 東海大学文学部に日本文学科、文明学科（アジア専攻）を設置 

 4 東海大学工学部に光学工学科を設置  
4 東海大学短期大学部（女子）を静岡県静岡市宮前町に開設し、生活科学科を設

置 

1966(昭和 41) 4 東海大学に政治経済学部を開設し、政治学科、経済学科を神奈川県平塚市北金

目に設置  
4 東海大学文学部文明学科にヨーロッパ専攻を設置  
4 東海大学工学部に通信工学科、電子工学科、工業化学科、金属材料工学科、建

築学科、土木工学科を設置  
4 東海大学海洋学部に船舶工学科を設置  
4 東海大学福岡教養部を福岡県宗像郡赤間に開設  
4 東海大学短期大学部（女子）に食物栄養学科を設置 

 4 東海大学第五高等学校を福岡県宗像郡赤間に開校 

1967(昭和 42) 4 東海大学大学院に海洋学研究科を設置 

 4 東海大学に体育学部を開設し、体育学科を神奈川県平塚市北金目に設置  
4 東海大学文学部に北欧文学科を設置  
4 東海大学工学部に航空宇宙学科を設置  
4 東海大学札幌教養部を北海道札幌市南区南沢に開設  
4 東海大学付属小学校を静岡県清水市三保に開校 

1968(昭和 43) 1 海洋調査実習船「東海大学丸二世」が就航  
4 東海大学に教養学部を開設し、生活学科、芸術学科を神奈川県平塚市北金目に

設置  
4 東海大学海洋学部に海洋土木工学科、水産学科を設置  
4 東海大学体育学部に武道学科を設置  
4 東海大学大学院に理学研究科を設置 

1969(昭和 44) 4 東海大学大学院に文学研究科を設置  
4 東海大学工学部に制御工学科を設置  
4 東海大学短期大学部（女子）に児童教育学科を設置 

1970(昭和 45) 4 東海大学海洋学部に海洋科学科を設置  
5 海洋科学博物館を静岡県清水市三保に開設 
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9 ヨーロッパ学術センターをデンマーク・コペンハーゲンに開設 

1971(昭和 46) 4 東海大学大学院に政治学研究科を設置 

4 東海大学短期大学部（熊本）に建設工学科を設置 

4 東海大学工学部に原子力工学科、応用物理学科、動力機械工学科、生産機械工

学科、精密機械工学科を設置 

4 東海大学体育学部に社会体育学科を設置 

7 海洋調査実習船「望星丸」が就航 

1972(昭和 47) 4 東海大学工芸短期大学を北海道旭川市神居町に開学し、工芸学科を設置 

4 東海大学教養学部に国際学科を設置 

1973(昭和 48) 4 東海大学大学院に芸術学研究科を設置 

4 東海大学海洋学部に航海工学科を設置 

4 九州東海大学を熊本県熊本市大江町に開学し、工学部電気工学科、機械工学科、

建設工学科を設置 

4 九州東海大学阿蘇校舎を熊本県阿蘇郡長陽村に開設 

4 東海大学付属本田記念幼稚園を神奈川県伊勢原市下糟屋に開園 

5 人体科学博物館を静岡県清水市三保に開設 

1974(昭和 49) 4 東海大学医学部を神奈川県伊勢原市下糟屋に開設し、医学科を設置 

4 東海大学理学部に情報数理学科を設置 

4 東海大学政治経済学部に経営学科を設置 

4 東海大学医療技術短期大学を神奈川県平塚市南金目に開学し、第一看護学科、

第二看護学科を設置 

4 東海大学沼津教養部を静岡県沼津市西野に開設 

1975(昭和 50) 2 東海大学医学部付属病院を神奈川県伊勢原市下糟屋に開設 

1976(昭和 51) 4 東海大学大学院に体育学研究科を設置 

4 九州東海大学工学部に建築学科、土木工学科、経営管理学科を設置 

1977(昭和 52) 3 東海大学短期大学部（熊本）の電気工学科（第一部・第二部）・機械工学科（第

一部・第二部）、建設工学科を廃止 

4 北海道東海大学を北海道旭川市神居町に開学し、芸術工学部デザイン学科、建

築学科を設置 

1978(昭和 53) 10 海洋調査実習船「望星丸二世」が就航 

1979(昭和 54) 4 東海大学大学院に経済学研究科を設置 

12 東海大学付属高等学校、東海大学実業高等学校を廃止 

1980(昭和 55) 1 東海大学工芸短期大学を廃止 

3 九州東海大学工学部の建設工学科を廃止 

4 東海大学付属相模中学校を神奈川県相模原市相南に開校 

4 九州東海大学に農学部を開設し、農学科、畜産学科を熊本県阿蘇郡長陽村に設

置 

4 東海大学大学院に医学研究科を設置 

1982(昭和 57) 4 東海大学短期大学部（静岡）に商経学科第一部を設置し、商学科を商経学科第

二部に名称変更 

1983(昭和 58) 4 東海大学文学部史学科に、日本史学専攻、東洋史学専攻、西洋史学専攻、考古

学専攻を設置 

4 東海大学付属仰星高等学校を大阪府枚方市桜丘町に開校 

12 東海大学医学部付属東京病院を東京都渋谷区代々木に開院 
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1984(昭和 59) 4 九州東海大学に大学院農学研究科を設置 

4 東海大学医学部付属大磯病院を神奈川県中郡大磯町に開院 

1985(昭和 60) 4 東海大学第二高等学校に電子情報科を設置 

1986(昭和 61) 4 東海大学に法学部を開設し、法律学科を神奈川県平塚市北金目に設置 

4 九州東海大学工学部に電子情報工学科を設置 

4 東海大学工業高等学校に電子情報科を設置 

4 東海大学第四高等学校付属中等部を北海道札幌市南区南沢に開校 

1987(昭和 62) 4 九州東海大学工学部に情報システム工学科を設置 

1988(昭和 63) 3 東海大学札幌教養部、同沼津教養部を廃止 

4 北海道東海大学に工学部並びに国際文化学部を開設し、電子情報工学科、海洋

開発工学科、生物工学科及び国際文化学科（比較文化専攻 コミュニケーショ

ン専攻）を北海道札幌市南区南沢に設置

10 東海大学付属デンマーク校を開校 

1989(平成 1) 4 東海大学付属望星高等学校に単位制コースを開設 

1990(平成 2) 3 東海大学福岡教養部を廃止 

4 東海大学福岡短期大学を福岡県宗像市田久に開設し、情報処理学科、国際文化

学科を設置 

4 東海大学大学院に法学研究科を設置 

4 九州東海大学大学院に工学研究科を設置 

4 北海道東海大学に大学院芸術学研究科を設置 

6 学校法人東海高輪学園（東海大学付属高輪台高等学校）を合併 

1991(平成 3) 4 東海大学に開発工学部を開設し、情報通信工学科、素材工学科、生物工学科、

医用生体工学科を静岡県沼津市西野に設置 

1993(平成 5) 4 北海道東海大学大学院に理工学研究科を設置 

6 学校法人精華学園（東海大学付属浦安高等学校、同付属望洋高等学校、同付属

浦安中学校）を合併 

1995(平成 7) 4 東海大学大学院に開発工学研究科を設置 

4 東海大学に健康科学部を開設し、看護学科、社会福祉学科を神奈川県伊勢原市

下糟屋に設置 

1996(平成 8) 4 学校法人東海福岡学園（東海大学付属自由ケ丘幼稚園）を合併 

4 東海大学付属仰星高等学校中等部を大阪府枚方市桜丘町に開校 

1998(平成 10) 4 東海大学海洋学部の船舶工学科をマリンデザイン工学科に名称変更 

1999(平成 11) 4 東海大学大学院に健康科学研究科を設置 

4 北海道東海大学国際文化学部に北方圏文化学科を設置 

4 九州東海大学工学部の機械工学科、土木工学科を機械システム工学科、都市工

学科に名称変更 

4 東海大学短期大学部の電気通信工学科第一部、同第二部を情報・ネットワーク

学科第一部、同第二部に名称変更 

4 東海大学工業高等学校を東海大学付属翔洋高等学校に名称変更し、普通科、科

学技術科を設置 

10 東海大学第一高等学校を廃止 

2000(平成 12) 4 東海大学海洋学部の海洋工学科を地球環境工学科に名称変更 

4 北海道東海大学工学部の電子情報工学科、海洋開発工学科を情報システム学

科、海洋環境学科に名称変更 
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 4 九州東海大学に応用情報学部を開設し、情報マネジメント学科、情報システム

学科を熊本県熊本市渡鹿に設置  
4 九州東海大学工学部に宇宙地球情報工学科、電気電子システム工学科を設置  
4 九州東海大学農学部に応用植物科学科、応用動物科学科、バイオサイエンス学

科を設置  
4 東海大学短期大学部の情報・ネットワーク学科第一部を情報・ネットワーク学

科に名称変更 

2001(平成 13) 3 東海大学付属高輪台高等学校の全日制の課程工業科、定時制の課程普通科、工

業科を廃止  
3 東海大学付属翔洋高等学校の全日制の課程電気科、機械科、電子情報科を廃止  
4 東海大学に電子情報学部を開設し、情報科学科、情報メディア学科、経営シス

テム工学科、コンピュータ応用工学科、エレクトロニクス学科、コミュニケー

ション工学科、電気電子工学科を神奈川県平塚市北金目に設置 

 4 東海大学文学部に文明学科、アジア文明学科、ヨーロッパ文明学科、アメリカ

文明学科、日本文学科、文芸創作学科、広報メディア学科、心理・社会学科を

設置  
4 東海大学工学部に生命化学科、応用化学科、応用理学科を設置  
4 東海大学工学部の金属材料工学科、生産機械工学科、精密機械工学科を材料科

学科、機械工学科、精密工学科に名称変更  
4 東海大学文学部の英文学科、史学科（日本史学専攻、東洋史学専攻、西洋史学

専攻、考古学専攻）、北欧文学科を英語文化コミュニケーション学科、歴史学

科、北欧学科に名称変更  
4 東海大学教養学部の生活学科を人間環境学科に名称変更  
4 東海大学短期大学部の商経学科第二部を廃止し、商経学科第一部を商経学科に

名称変更 

2002(平成 14) 3 東海大学第二高等学校の全日制の課程電気科、機械科、電子情報科を廃止  
3 東海大学医学部付属八王子病院を東京都八王子市石川町に開院  
4 東海大学第二工学部の電気工学科、建設工学科を情報システム学科、建築デザ

イン学科に名称変更  
12 学校法人東海大学熊本学園（かもめ幼稚園）を合併 

2003(平成 15) 4 北海道東海大学芸術工学部にくらしデザイン学科を設置 

 4 東海大学短期大学部の生活科学科、商経学科を人間環境学科、経営情報学科に

名称変更  
4 東海大学第一中学校を東海大学付属翔洋中学校に名称変更  
4 かもめ幼稚園を東海大学付属かもめ幼稚園に名称変更  
5 東海大学短期大学部の情報・ネットワーク学科第二部を廃止 

2004(平成 16) 4 東海大学に専門職大学院を開設し、実務法学研究科を東京都渋谷区富ヶ谷に設

置  
4 東海大学体育学部に競技スポーツ学科、スポーツ・レジャーマネジメント学科

を設置、社会体育学科を生涯スポーツ学科に名称変更  
4 東海大学開発工学部に感性デザイン学科を設置、素材工学科を物質化学科に名

称変更  
4 東海大学海洋学部に海洋文明学科を設置  
4 北海道東海大学国際文化学部に地域創造学科、コミュニケーション学科を設置 
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4 東海大学医療技術短期大学の第一看護学科を看護学科に名称変更 

4 東海大学第二高等学校、同第三高等学校、同第四高等学校、同第五高等学校、

同第四高等学校付属中等部を東海大学付属第二高等学校、同付属第三高等学

校、同付属第四高等学校、同付属第五高等学校、同付属第四高等学校中等部に

名称変更 

5 九州東海大学農学部の農学科、畜産学科を廃止 

2005(平成 17) 3 東海大学医療技術短期大学の第二看護学科を廃止 

4 東海大学に連合大学院（九州東海大学と北海道東海大学との連合）を開設し、

理工学研究科、地球環境科学研究科、生物科学研究科を設置 

4 九州東海大学工学部の宇宙地球情報工学科をリモートセンシング学科に名称

変更 

4 北海道東海大学大学院に国際地域学研究科を設置 

2006(平成 18) 3 東海大学付属翔洋高等学校の全日制の課程科学技術科を廃止 

4 東海大学電子情報学部を情報理工学部に名称変更 

4 東海大学情報理工学部にソフトウェア開発工学科、情報通信電子工学科を設置 

4 東海大学工学部に光・画像工学科、エネルギー工学科、電気電子工学科を設置 

4 東海大学第二工学部を情報デザイン工学部に名称変更 

4 東海大学海洋学部に水産学科、海洋生物学科を設置、地球環境工学科、海洋土

木工学科、マリンデザイン工学科、航海工学科を環境情報工学科、海洋建設工

学科、船舶海洋工学科、航海学科に名称変更 

5 東海大学工学部の光学工学科、制御工学科を廃止 

5 九州東海大学工学部の電気工学科、経営管理学科、電子情報工学科、情報シス

テム工学科を廃止

2007(平成 19) 4 東海大学専門職大学院に組込み技術研究科を東京都港区高輪に設置 

4 東海大学大学院に人間環境学研究科を設置 

4 九州東海大学工学部に環境保全学科、情報システム学科を設置 

4 東海大学付属高輪台高等学校中等部を東京都港区高輪に開校 

4 平和戦略国際研究所を廃止 

5 東海大学工学部の電子工学科、工業化学科、原子力工学科、応用物理学科を廃

止 

5 東海大学文学部の広報学科、日本文学科を廃止 

5 東海大学短期大学部の人間環境学科を廃止 

2008(平成 20) 3 東海大学付属デンマーク校を閉校 

4 東海大学に総合経営学部を開設し、マネジメント学科を熊本県熊本市渡鹿に設

置 

4 東海大学に国際文化学部を開設し、地域創造学科、国際コミュニケーション学

科を北海道札幌市南区南沢に設置 

4 東海大学に情報通信学部を開設し、情報メディア学科、組込みソフトウェア工

学科、経営システム工学科、通信ネットワーク工学科を東京都港区高輪に設置 

4 東海大学に芸術工学部を開設し、くらしデザイン学科、建築・環境デザイン学

科を北海道旭川市神居町に設置 

4 東海大学に産業工学部を開設し、環境保全学科、電子知能システム工学科、機

械システム工学科、建築学科を熊本県熊本市渡鹿に設置 
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4 東海大学に生物理工学部を開設し、生物工学科、海洋生物科学科、生体機能科

学科を北海道札幌市南区南沢に設置  
4 東海大学に農学部を開設し、応用植物科学科、応用動物科学科、バイオサイエ

ンス学科を熊本県阿蘇郡南阿蘇村に設置 

 4 東海大学大学院に国際地域学研究科、芸術工学研究科、産業工学研究科、理工

学研究科、農学研究科を設置  
4 連合大学院（九州東海大学と北海道東海大学との連合）理工学研究科、地球環

境科学研究科、生物科学研究科を東海大学大学院総合理工学研究科、地球環境

科学研究科、生物科学研究科に名称変更  
4 東海大学付属浦安中学校、同付属相模中学校を東海大学付属浦安高等学校中等

部、同付属相模高等学校中等部に名称変更  
5 東海大学工学部の電気工学科、通信工学科を廃止  
5 東海大学文学部の文明学科（アジア専攻、ヨーロッパ専攻）を廃止  
5 九州東海大学の応用情報学部情報マネジメント学科、情報システム学科を廃止 

 5 九州東海大学工学部の機械システム工学科、環境保全学科、情報システム学科

を廃止  
5 九州東海大学の農学部応用植物科学科、応用動物科学科、バイオサイエンス学

科を廃止  
5 北海道東海大学芸術工学部のデザイン学科、建築学科を廃止  
5 北海道東海大学国際文化学部の国際文化学科（比較文化専攻、コミュニケーシ

ョン専攻）、北方圏文化学科を廃止  
9 九州東海大学の大学院工学研究科、農学研究科を廃止 

 9 九州東海大学大学院を廃止  
9 北海道東海大学の大学院芸術学研究科、理工学研究科、国際地域学研究科を廃

止  
9 北海道東海大学大学院を廃止 

2009(平成 21) 4 東海大学付属翔洋中学校を東海大学付属翔洋高等学校中等部に名称変更  
5 東海大学工学部の経営工学科を廃止  
5 九州東海大学工学部の電気電子システム工学科を廃止  
5 北海道東海大学工学部の海洋環境学科、生物工学科を廃止  
5 北海道東海大学の国際文化学部地域創造学科、コミュニケーション学科を廃止  
9 東海大学短期大学部の情報・ネットワーク学科を廃止 

2010(平成 22) 4 東海大学に観光学部を開設し、観光学科を神奈川県平塚市北金目に設置  
4 東海大学工学部に医用生体工学科を設置、エネルギー工学科を原子力工学科に

名称変更 

 9 九州東海大学の工学部リモートセンシング学科、建築学科、都市工学科を廃止  
9 九州東海大学を廃止  
9 北海道東海大学の芸術工学部くらしデザイン学科、工学部情報システム学科を

廃止  
9 北海道東海大学を廃止 

2011(平成 23) 1 東海大学情報デザイン工学部の機械工学科を廃止  
4 東海大学海洋学部に環境社会学科、海洋地球科学科、航海工学科を設置 

2012(平成 24) 4 東海大学国際文化学部にデザイン文化学科を設置 
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4 東海大学に生物学部を開設し、生物学科、海洋生物科学科を北海道札幌市南区

南沢に設置 

 4 東海大学大学院に情報通信学研究科を設置  
4 東海大学付属第二高等学校を東海大学付属熊本星翔高等学校に名称変更  
5 東海大学情報理工学部の電気電子工学科を廃止  
5 東海大学工学部の応用理学科を廃止 

2013(平成 25) 4 東海大学に経営学部を開設し、経営学科、観光ビジネス学科を熊本県熊本市渡

鹿に設置  
4 東海大学に基盤工学部を開設し、電気電子情報工学科、医療福祉工学科を熊本

県熊本市渡鹿に設置  
5 東海大学情報理工学部の情報通信電子工学科、エレクトロニクス学科、コミュ

ニケーション工学科を廃止  
5 東海大学開発工学部の感性デザイン学科、物質化学科、生物工学科、医用生体

工学科を廃止  
5 東海大学海洋学部の水産学科（水産資源開発課程、増殖課程）を廃止  
5 東海大学の情報デザイン工学部を廃止  
5 東海大学専門職大学院の組込み技術研究科を廃止 

2014(平成 26) 1 東海大学付属第五高等学校の理数科を廃止  
1 東海大学海洋学部の環境情報工学科を廃止  
5 東海大学情報理工学部のソフトウェア開発工学科、情報メディア学科を廃止  
5 東海大学の開発工学部を廃止  
5 東海大学海洋学部の船舶海洋工学科を廃止  
5 東海大学大学院の芸術工学研究科を廃止  
5 東海大学短期大学部の経営情報学科を廃止 

2015(平成 27) 4 東海大学付属幼稚園、同付属本田記念幼稚園、同付属かもめ幼稚園を廃止  
4 認定こども園 東海大学付属幼稚園を静岡県清水市三保に開園  
4 認定こども園 東海大学付属本田記念幼稚園を神奈川県伊勢原市下糟屋に開

園  
4 認定こども園 東海大学付属かもめ幼稚園を熊本県熊本市中央区帯山に開園  
4 東海大学付属翔洋高等学校、同付属翔洋高等学校中等部を東海大学付属静岡翔

洋高等学校、同付属静岡翔洋高等学校中等部に名称変更  
5 東海大学海洋学部の海洋資源学科を廃止  
5 東海大学の芸術工学部を廃止  
5 東海大学生物理工学部の生体機能科学科を廃止  
5 東海大学大学院の開発工学研究科を廃止 

2016(平成 28) 1 東海大学情報理工学部の経営システム工学科を廃止  
4 東海大学付属第三高等学校を東海大学付属諏訪高等学校に名称変更 

 4 東海大学付属第四高等学校を東海大学付属札幌高等学校に名称変更 

 4 東海大学付属第五高等学校を東海大学付属福岡高等学校に名称変更 

 4 東海大学付属望洋高等学校を東海大学付属市原望洋高等学校に名称変更  
4 東海大学付属小学校を東海大学付属静岡翔洋小学校に名称変更  
4 認定こども園 東海大学付属幼稚園を認定こども園 東海大学付属静岡翔洋

幼稚園に名称変更  
4 東海大学付属自由ケ丘幼稚園を廃止 

法人の概要
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4 認定こども園 東海大学付属自由ケ丘幼稚園を福岡県宗像市田久に開園 

5 東海大学海洋学部の海洋建設工学科、航海学科を廃止 

5 東海大学生物理工学部の海洋生物科学科を廃止 

7 東海大学付属第四高等学校中等部を廃止 

2017(平成 29) 1 東海大学海洋学部の海洋科学科を廃止 

1 東海大学の生物理工学部を廃止 

3 東海大学の専門職大学院実務法学研究科を廃止 

5 東海大学の総合経営学部を廃止 

5 東海大学の産業工学部を廃止 

5 東海大学大学院の国際地域学研究科を廃止 

5 東海大学大学院の理工学研究科を廃止 

2018(平成 30) 4 東海大学に文化社会学部を開設し、アジア学科、ヨーロッパ・アメリカ学科、

北欧学科、文芸創作学科、広報メディア学科、心理・社会学科を設置 

4 東海大学に健康学部を開設し、健康マネジメント学科を設置 

4 東海大学医学部に看護学科を設置 

4 東海大学付属仰星高等学校、同付属仰星高等学校中等部を東海大学付属大阪仰

星高等学校、同付属大阪仰星高等学校中等部に名称変更 

5 東海大学大学院の産業工学研究科を廃止 

9 東海大学福岡短期大学を廃止 

2020(令和 2) 4 東海大学大学院に生物学研究科を設置 

2021(令和 3) 5 東海大学健康科学部の看護学科を廃止 

7 東海大学短期大学部を廃止 

11 学校法人東海大学の主たる事務所の所在地を東京都渋谷区富ヶ谷二丁目10番

2022(令和 4) 

2023(令和 5) 

２号に変更 

4 東海大学情報理工学部に情報メディア学科を設置 

4 東海大学工学部に生物工学科、機械システム工学科、医工学科を設置 

4 東海大学海洋学部に海洋理工学科を設置 

4 東海大学情報通信学部に情報通信学科を設置 

4 東海大学農学部に農学科、動物科学科、食生命科学科を設置 

4 東海大学に児童教育学部を開設し、児童教育学科を設置 

4 東海大学に経営学部を開設し、経営学科を設置 

4 東海大学に国際学部を開設し、国際学科を設置 

4 東海大学に建築都市学部を開設し、建築学科、土木工学科を設置 

4 東海大学に人文学部を開設し、人文学科を設置 

4 東海大学に文理融合学部を開設し、経営学科、地域社会学科、人間情報工学科

を設置 

5 東海大学文学部のヨーロッパ文明学科を廃止 

5 東海大学の健康科学部を廃止 

6 東海大学医療技術短期大学を廃止 

1 東海大学文学部のアジア文明学科、広報メディア学科、心理・社会学科を廃止 

法人の概要
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2022年５月１日現在

大学 学部 学科

東海大学 文学部 文明学科

〔湘南校舎〕
　神奈川県平塚市

日本文学科
〔渋谷校舎〕 英語文化コミュニケーション学科
　東京都渋谷区 文化社会学部 アジア学科

ヨーロッパ・アメリカ学科
〔高輪校舎〕 北欧学科
　東京都港区 文芸創作学科

広報メディア学科
〔伊勢原校舎〕 心理・社会学科
　神奈川県伊勢原市 教養学部 人間環境学科

芸術学科
〔清水校舎〕 児童教育学部 児童教育学科
　静岡県静岡市清水区 体育学部 体育学科

競技スポーツ学科
〔熊本校舎〕 武道学科
　熊本県熊本市東区 生涯スポーツ学科

スポーツ･レジャーマネジメント学科
〔札幌校舎〕 健康学部 健康マネジメント学科
　北海道札幌市南区 法学部 法律学科

政治経済学部 政治学科
経済学科

経営学部 経営学科
国際学部 国際学科
観光学部 観光学科
情報通信学部 情報通信学科
理学部 数学科

情報数理学科
物理学科
化学科

情報理工学部 情報科学科
コンピュータ応用工学科
情報メディア学科

建築都市学部 建築学科
土木工学科

工学部

機械工学科
機械システム工学科
電気電子工学科
医工学科
生物工学科
応用化学科

医学部 医学科
看護学科

海洋学部

水産学科
海洋生物学科

人文学部 人文学科
文理融合学部 経営学科

地域社会学科
人間情報工学科

農学部 農学科
動物科学科
食生命科学科

航海工学科
海洋理工学専攻
航海学専攻

航空宇宙学科
航空宇宙学専攻
航空操縦学専攻

専攻・課程

歴史学科
日本史専攻
西洋史専攻
考古学専攻

５．設置する学校・学部・学科等

法人の概要
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大学 学部 学科 専攻・課程

国際文化学部 地域創造学科
国際コミュニケーション学科

生物学部 生物学科
海洋生物科学科

大学院 研究科 専攻
博士課程前期
（修士課程）

博士課程後期
（博士課程）

東海大学大学院 総合理工学研究科 総合理工学専攻 － ○

生物科学研究科 生物科学専攻 － ○

文学研究科 文明研究専攻 ○ ○

史学専攻 ○ ○

日本文学専攻 ○ ○

英文学専攻 ○ ○

コミュニケーション学専攻 ○ ○

観光学専攻 ○ －

政治学研究科 政治学専攻 ○ ○

経済学研究科 応用経済学専攻 ○ ○

法学研究科 法律学専攻 ○ ○

人間環境学研究科 人間環境学専攻 ○ －

芸術学研究科 音響芸術専攻 ○ －

造型芸術専攻 ○ －

体育学研究科 体育学専攻 ○ ○

理学研究科 数理科学専攻 ○ －

物理学専攻 ○ －

化学専攻 ○ －

工学研究科 電気電子工学専攻 ○ －

応用理化学専攻 ○ －

建築土木工学専攻 ○ －

機械工学専攻 ○ －

医用生体工学専攻 ○ －

情報通信学研究科 情報通信学専攻 ○ －

海洋学研究科 海洋学専攻 ○ －

医学研究科 先端医科学専攻 － ○

医科学専攻 ○ －

健康科学研究科 看護学専攻 ○ －

保健福祉学専攻 ○ －

農学研究科 農学専攻 ○ －

生物学研究科 生物学専攻 ○ －

※ 改組改編等により募集停止となった学部学科等については、掲載していません。
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　千葉県浦安市

　神奈川県相模原市南区

　東京都港区

　静岡県静岡市清水区

　熊本県熊本市東区

　長野県茅野市

　北海道札幌市南区

　福岡県宗像市

　大阪府枚方市

　千葉県市原市

　通信制 　東京都渋谷区

　千葉県浦安市

　神奈川県相模原市南区

　東京都港区

　静岡県静岡市清水区

　大阪府枚方市

　静岡県静岡市清水区

　静岡県静岡市清水区

　神奈川県伊勢原市

　福岡県宗像市

　熊本県熊本市中央区

　山梨県甲府市

　山形県山形市

アメリカ合衆国ハワイ州

　東京都あきる野市
　東海大学菅生高等学校中等部（別法人）

　認定こども園 東海大学付属自由ケ丘幼稚園

　認定こども園 東海大学付属かもめ幼稚園

海外法人

ハワイ東海インターナショナルカレッジ

準付属校

　東海大学山形高等学校（別法人）

特別付属校

　東海大学付属甲府高等学校（別法人）

　東海大学菅生高等学校（別法人）

　認定こども園 東海大学付属本田記念幼稚園

付属校（中等部）

　東海大学付属浦安高等学校中等部

　東海大学付属相模高等学校中等部

　東海大学付属高輪台高等学校中等部

　東海大学付属静岡翔洋高等学校中等部

　東海大学付属大阪仰星高等学校中等部

付属小学校

　東海大学付属静岡翔洋小学校

付属認定こども園

　認定こども園 東海大学付属静岡翔洋幼稚園

　東海大学付属望星高等学校

付属校（高等学校）

　東海大学付属浦安高等学校

　東海大学付属相模高等学校

　東海大学付属高輪台高等学校

　東海大学付属静岡翔洋高等学校

　東海大学付属熊本星翔高等学校

　東海大学付属諏訪高等学校

　東海大学付属札幌高等学校

　東海大学付属福岡高等学校

　東海大学付属大阪仰星高等学校

　東海大学付属市原望洋高等学校

法人の概要

16



6,863 7,165 27,418 27,589 101

370 384 1,480 1,540 104

450 466 1,800 1,819 101

190 201 1,180 1,216 103

150 147 150 147 98

540 539 1,980 1,991 101

200 197 800 804 101

300 310 1,200 1,201 100

400 414 1,840 1,880 102

230 240 230 240 104

200 207 200 207 104

200 206 800 831 104

240 294 1,200 1,299 108

320 327 1,280 1,267 99

300 362 900 982 109

340 407 340 407 120

820 828 4,990 5,023 101

213 229 1,058 1,055 100

350 353 1,940 1,904 98

180 179 180 179 99

690 673 98

420 299 71

300 336 300 336 112

230 191 920 769 84

190 199 970 948 98

150 149 570 572 100

563 438 1,284 977 76

35 8 105 49 47

10 5 50

10 3 30 7 23

44 24 88 50 57

18 2 54 10 19

10 3 20 3 15

5 0 15 1 7

10 3 20 5 25

5 0 15 2 13

10 0 20 1 5

5 0 15 0 0

10 6 20 11 55

8 4 16 10 63

20 13 40 37 93

3 6 6 9 150

32 31 64 61 95

203 227 406 495 122

30 25 60 46 77

20 21 40 45 113

10 8 20 15 75

35 20 140 68 49

20 14 40 23 58

12 13 24 16 67

8 7 16 8 50
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370 441 1,110 1,306 118

600 2,000 1,522 76

600 604 1,800 1,564 87

420 480 1,260 1,517 120

360 506 1,080 1,449 134

400 464 1,200 1,310 109

360 255 1,080 926 86

280 333 840 943 112

320 394 960 1,130 118

400 357 1,120 1,021 91

370 350 1,110 938 85

120 147 360 449 125

160 134 480 408 85

80 84 240 250 104

120 162 360 473 131

120 95 360 287 80

60 45 360 315 88

120 106 88

240 183 76

350 353 101

370 274 74

法人の概要
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《　定員数　》　　31～46人

2022年７月１日現在　(文部科学省 学校法人実態調査 回答)

網野　真一 飯田　政弘 稲津　敏行 上田　真

内田　晴久 江間　淳二 尾郷　良幸 柏倉　栄一

梶井　龍太郎 片桐　知己治 兼弘　法子 神谷　良雄

川上　哲太朗 河部　宣弘 木之内　均 木村　英樹

黒川　清 黒田　和一郎 後藤　俊郎 後藤　亘

佐藤　理裕 白尾　敏朗 杉　一郎 髙野　吉太郎

髙野　二郎 髙橋　宏 竹内　むつ子 中村　宏

橋本　敏明 原　義徳 平山　正剛 二重作　昌明

前田　伸 幕内　博康 松前　達郎 松前　光紀

松前　義昭 宮﨑　康文 森　正樹 八木　憲司

柳沢　真一 山下　泰裕 山田　清志 吉川　直人

８．評議員の概要

20
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0 123 123 0 6 6

1,580 713 2,293 1,053 321 1,374

567 57 624 293 62 355

116 5 121 36 9 45

21 2 23 3 7 10

60 8 68 78 13 91

0 3,116 3,116 0 280 280

2,344 4,024 6,368 1,463 698 2,161
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Ⅰ．法人管理部門

Ⅰ 法人管理部門 

【１】企画調整  

１．学園マスタープランの実質化  

１）階層間の連動

≪事業設定の趣旨≫  

学園の総合戦略である学園マスタープランを実質化するため、

６つの階層並びに部署及び個人の計画・目標が、次のとおりそれ

ぞれ連動する仕組みを構築する。  

①各階層等が定める計画・目標を下位の階層に展開し、具体化

②各階層等が定める計画・目標に対する活動実績を、上位の階

層における活動実績として集約

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  計画・目標及び結果が連動する仕組みの構築  

目標  ：  単年度事業計画と運営計画（計画・実績の連動のための

準備）、運営計画と部署の計画（計画・実績の連動のた

めの準備）  

結果  ：  単年度事業計画（結果と次年度計画の関連付け）  

≪次年度・期中における改善方策≫  

運営計画及び部署の計画を整備するための準備として、階層に

応じた事業の調査をする計画であったが、単年度事業計画にお

いて、結果と次年度計画の関連付けまでを実行した。次年度には、

運営計画を整備するとともに、部署の計画との紐づけを行う。

２）計画と予算の連動

≪事業設定の趣旨≫  

学園の総合戦略である学園マスタープランを実質化するため、

計画と予算並びに実績報告と決算が連動する仕組みを構築する。

なお、この仕組みの検証は、その構築後も継続して行い、予算及

び事業の PDCA サイクルを実現して、予算精度の向上を促す。
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≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 「運営計画」と予算の関連付け  

目標  ： 運営計画・予算作成フォーマット改定  

結果  ： 事業別予算一覧の改定  

≪次年度・期中における改善方策≫  

機関・校舎の計画と予算の紐づけを実現するため、運営計画フ

ォーマットを改定する計画であったが、事業別予算一覧の改定

までを行った。次年度は、フォーマット改定とともに、当初計画

どおり 2024 年度計画の作成及び予算編成を行う。

３）学園マスタープランの検証体制整備

≪事業設定の趣旨≫  

戦略実行計画「【施設設備Ⅱ】経営情報に関する基幹システム

の構築」に基づき、中期第Ⅰ期から段階的に学園基幹業務システ

ムの構築が進められている。このうちのひとつとして、前記の１）

及び２）による体制構築と併せて、予算の執行状況を含む計画の

進捗及びを可視化する「計画・報告・予算連携システム」を構築

する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 事業評価のデータ整備状況  

目標  ：  経常施策、細事業（学園共通、部門内共通）の評価指標

のリストアップ  

結果  ： 運営計画の建付け整理に合わせて検討中 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、運営計画の整備に至らなかったため、次年度以

降の達成目標を見直すこととした。2023 年度は、１－２）の取

組みに合わせて、運営計画で挙げられる施策を検証・フィードバ

ックする仕組みの構築を目指す。

２．ステークホルダーとの連携  

１）学園と校友会の連携強化と校友会活動の活性化

≪事業設定の趣旨≫  
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学園を支える重要なステークホルダーである学園校友会の活

動を継続的に活性化させるために、状況に応じた企画を立案・実

行する。また、世代交代を見据えた若年層への参加促進に向けた

方策を考案する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 各会におけるコロナ対応の企画数  

  （従前（2020 年度まで）とは違う新たな企画）  

目標  ： 校友会…１、後援会…１、白鷗会…１、同窓会…１  

結果  ： 校友会…１、後援会…２、白鷗会…１、同窓会…２  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、各会ともに従来とは違ったコロナ禍に対応した

企画を実施することができた。次年度は、全ての会において、新

規企画だけでなく、コロナ禍に対応した運営を二つ以上実施す

ることができるよう、創意工夫を継続して行う。  
 

【２】事業政策  

〈広報政策〉  

１．インナーコミュニケーションの推進 

１）「Be One Wave」の活用  

≪事業設定の趣旨≫  

学園マスタープランの実質化・高機能化を実現するためには、

それを支える教職員間の一体感及び業務に対するやりがいが肝

要である。インナーコミュニケーションツールである「Be One 
Wave」の閲覧率を向上させ、それに参加する教職員を増やすこ

とで、対話と協働を実現する組織風土の醸成に寄与する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 「Be One Wave」平均閲覧率  

目標  ： 16.5 パーセント  

結果  ： 6.8 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、「Be One Wave」コンテンツのうち「TOKAI マ

事業の概要

27



Ⅰ．法人管理部門

ンスリーコンテスト」を毎月更新した。また、学園教職員の声及

びアイデアを迅速かつ効率的に収集する編集体制を構築中であ

る。  

2023 年度は、年間計画を立ててコンテンツの掲載スケジュー

ルを管理し、計画的な更新を目指す。特に「理事長 Voice」「クロ

ーズアップ！」「Team TOKAI」といった教職員の一体感の涵養

に効果が見込まれるコンテンツの更新頻度を高めて、閲覧率の

向上に取組む。

２．アウターコミュニケーションの推進 

１）パブリシティ広報

≪事業設定の趣旨≫  

学園のあるべき姿【目的】を体現するためには、幅広いステー

クホルダーとの良好な関係構築が欠かせない。そのために、学園

の使命・目的を広く伝え、学園の活動に対する理解・共感を生み

出すアウターコミュニケーションを推進する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：メディア掲載率（メディア掲載数／ニュースリリース数） 

目標  ： 32 パーセント  

結果  ： 40.5 パーセント  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度のニュースリリースの中には、プレスセミナー開催

につながる等、注目された案件もあったため、掲載率が伸びた。  

次年度は 2022 年度の情報を共有し、各部門での検証により、

例えば研究者ガイドの充実化を図るなどマスコミ向けに教育・

研究内容を紹介する方法を再検討の上、学園の活動とその目的

に対して理解・共感が得られるリリースを継続する。  

〈情報政策〉  

１．学園基幹業務システムの構築  

≪事業設定の趣旨≫  

中期第Ⅰ期において、戦略実行計画「【施設設備Ⅱ】経営情報

に関する基幹システムの構築」の達成に向けて、学園基幹業務シ
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ステム全体ロードマップを決定した。

中期第Ⅱ期においては、答申を踏まえ学園基幹業務システム全

体ロードマップの各システムを構築し、期末を目処に全てのシ

ステムを運用状態とする。

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 本運用開始システム数  

目標  ： ４システム稼働  

（統合 ID 管理システム、新学園ポータル、テナント

統合、稟議機能（全部門））  

結果  ： １システム稼働  

（稟議機能（全部門）※前年度までに他部門で稼働済

みのシステムを高等教育部門に導入）  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度に設計を終えた統合 ID 管理システムについては、見

直した実施計画に基づいて構築を進め、各部門と実務的な打ち

合わせを行い、連携を密にすることで次年度９月からの運用開

始を目指す。また、新学園ポータル及びテナント統合については、

次年度に実施計画を見直して構築し、同年度内に運用を開始を

する。  

２．学園基幹業務システムの検証  

≪事業設定の趣旨≫  

中期第Ⅱ期では、学園基幹業務システムが順次運用段階に入る。

運用段階にある学園基幹業務システムについて、学園における

「システム検討の前提」の７つの方針に基づき、システムの有効

性、導入の前提とした業務整理等の検証を実施、得られた知見を

以降の構築に反映する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 検証対象システム  

目標  ： 2021 年度までに運用を開始したシステム 

（ワークフローシステム）

結果  ： ワークフローシステム（利用統計分析） 
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≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度に計画していたワークフローシステムの検証の一環

として、利用統計分析を行った。2023 年度は、「学園の情報サー

ビスの将来に向けた基本的な考え方」に示す二つの視点（利用者

の視点、管理者の視点）により、引き続き検証を行う。  

 
３．各部門システムに実装されたデータの調査  

≪事業設定の趣旨≫  

学園基幹業務システムに実装されたデータの整備とともに、将

来的に部門システム上に実装されたデータについても連携し、

経営情報の精度向上を企図している。中期第Ⅱ期においては、こ

れらのデータについての調査を行い、2017・2018 年度に実施さ

れた「統合基幹業務データベース導入検討プロジェクト」の成果

をアップデートする。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 部門システムのデータ調査の対象部門  

目標  ： 部門調査準備として、統合基幹業務データベースプロジ

ェクトの成果分析と更新  

結果  ： 部門調査準備として、統合基幹業務データベースプロジ

ェクトの概要調査  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、部門調査準備として、統合基幹業務データベー

スプロジェクトの概要調査を行った。2023 年度は、体制を整え、

2024 年度以降に各部門と調査する準備を行う。具体的には、統

合基幹業務データベースのデータの入出力及び連携構造の詳細

化と各部門システムのデータとの結びつきの可視化を行い、調

査結果を分析するための基礎資料とする。  

 
４．学園の情報サービスの将来に向けた基本的な考え方に基づく検証  

≪事業設定の趣旨≫  

学園の情報サービスの導入に当たっては、「学園の情報サービ

スの将来に向けた基本的な考え方」に基づいた運用を 2021 年度
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より開始している。  

これに基づき、学園内の情報サービスに関する事業について

PDCA サイクルを実現し、事業の最適化を企図する。具体的には、

「学園の情報サービスの将来に向けた基本的な考え方」に基づ

く検証を、稟議上申時点から予算内定時、予算編成時、運営計画

策定時と、計画申請から構想段階へ、実施時期を順次早める。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 「学園の情報サービスの将来に向けた基本的な考え方」

を検証する段階  

目標  ： 2023 年度予算の総合予算編成期間中  

結果  ： 2023 年度予算の総合予算編成期間中に実施  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2023 年度は、「学園の情報サービスの将来に向けた基本的な考

え方」がより浸透するように周知し、情報サービスに関わる予算

の精度向上を図る。また、翌年度以降の行動計画の精度向上を図

るため、2022 年度の運用にて明らかとなった問題を解決するた

めの施策を立案・実施する。  

〈人事政策〉  

１．学園の発展・維持につながる人材像の策定  

≪事業設定の趣旨≫  

学園の発展・維持に向けて、これまで明示されていなかった教

職員のあるべき人材像を策定する。あるべき人材像の策定に際

しては、学園の組織文化を踏まえ、重要視する能力・スキルの優

先順位付けを行い、求められる資質、知識、経験、スキル等を策

定する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： あるべき人材像  

目標  ： あるべき人材像の策定  

結果  ： あるべき人材像に求められる要素等の策定  

≪次年度・期中における改善方策≫  
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「あるべき人材像」の策定には、前提として「人事ポリシー」

の策定が必要であり、その上でそれぞれの特性を考慮して職種

ごとに策定することとなった。  

次年度は、2022 年度に着手した「人事ポリシー」の策定を完

結させ、さらに事務・技術職員における「あるべき人材像」を策

定する。  

 
２．人材ポートフォリオの策定と運用  

≪事業設定の趣旨≫  

職務分析により判明した各等級における役割、専任職員と非専

任職員との業務分担状況等の情報を分析し、実態に則した適正

数、業務経験、所有資格等を踏まえた人員配置を実現する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 人材ポートフォリオ  

目標  ： 事務職員（法人管理部門）の実態把握  

結果  ： 職務分析に向けたフォーマット案の作成 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は計画に対して遅れがあったが、法人管理部門内に

おける部署間の分掌業務の整理及び必要な移管を継続する。  

次年度は、適正配置シミュレーションに向けて、業務分析に必

要な情報を簡易に入力することができるフォーマットを作成し、

法人管理部門の実態把握を行い、適正配置シミュレーションを

行う。  

 
３．採用方針の策定と運用  

≪事業設定の趣旨≫  

新卒採用と中途採用について、採用根拠を明確化して、あるべ

き人材像を踏まえた採用基準を作成することにより、採用方針

を策定し、運用を開始する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 採用方針  

目標  ： 採用根拠の明確化及び採用基準の作成  
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結果  ： 採用根拠の現状把握  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、全体として計画に対する遅れがあった。そのた

め、新たな採用基準を現行制度に対しても準用できるよう、新人

事制度における「あるべき人材像」と行動特性に対応した採用基

準の作成を行う。  

４．人事制度の基本設計・運用方針の策定と運用  

≪事業設定の趣旨≫  

あるべき人材像を踏まえ、求められる能力・スキル等を備えた

人材を「適所適材」に配置し、評価、昇任・昇格、異動等に関す

る新しい人事制度の基本設計・運用方針を策定することで、さら

なる人材活用の最適化を図る。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新人事制度の基本方針・運用方針  

目標  ： 事務・技術職員の等級ごとに必要な行動特性の作成及び

評価基準の整理  

結果  ： 事務・技術職員の等級ごとに必要な行動特性の素案作成 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度に引き続き、現行制度における評価基準を精緻に把

握して、評価における問題点を検証する。また、その結果を新制

度における行動特性と評価基準の整理にフィードバックする。  

５．人事制度と連動した給与制度の基本設計の策定と運用  

≪事業設定の趣旨≫  

新しい人事制度と連動した仕事の質・量・成果及び適正な評価

に応じた新しい給与制度を導入し、教職員のやりがい及び働き

がいを醸成する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新給与制度  

目標  ： 給与構造の分析及び手当の分析  

事業の概要

33



Ⅰ．法人管理部門 

結果  ： 手当の現状把握  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

次年度は、現行制度における給与構造及び手当の現状把握を継

続するとともに、別途策定を進めている人事ポリシーを踏まえ

て新設定案の作成を進める。また、複雑化している手当体系をシ

ンプル化して整理した上で、給与の基本構造案（固定的部分及び

可変部分）を策定する。  

 
６．多様化する働き方等に対応する取組み  

１）リモートワークへの対応  

≪事業設定の趣旨≫  

学園を取り巻く社会の変化と多様化する働き方に対応する取

組みとして、リモートワークに係る運用ルールを構築する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： リモートワークへの対応  

目標  ： リモートワークに係る運用ルールの構築 

結果  ： リモートワークに係る情報収集  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

次年度は、引き続きリモートワークについて、関係省庁や他大

学の事例収集を進めるとともに、学園の実施状況の把握を行い、

運用ルールの構築を目指す。  

 
７．あるべき人材像を踏まえた研修制度の基本設計・運用方針の策定と運

用 

≪事業設定の趣旨≫  

人事制度の再構築に伴い、新たな人材育成プランの策定が必要

となる。その人材育成の柱として、あるべき人材像を踏まえ、求

められる能力・スキルを養成することを目的とした研修制度を

導入する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  新研修制度  
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目標  ：  あるべき人材像に定めたスキルの習得を目指す研修制

度骨子の作成  

結果  ：  新人事制度を見据えた研修制度骨子の作成  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は計画どおり進められたため、今後は作成した研修

制度骨子に従い、学園内における類似研修の整理を進めるとと

もに、今後の学園における必要な人材及びスキルを補完する研

修の新設を進める。  

 
〈財務政策〉  

１．収入の長期シミュレーション及び支出計画の策定、それらに基づいた

予算編成指針の策定  

≪事業設定の趣旨≫  

基幹収入をはじめとした収入の中長期シミュレーションに基

づき、経常的な支出及び耐震化等の施設整備計画の策定が必須

である。そのシミュレーション及び計画を中長期の財務計画に

反映させ、各年度の予算編成指針にブレイクダウンさせる。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： ①翌年度予算編成指針  

  ②（仮称）中期財務計画  

目標  ： ①下記②を反映  

  ②各部門へのヒアリング等に基づく長期収支シミュレ

ーションの実施  

結果  ： ①下記②に基づき策定  

  ②「中期第Ⅱ期における財務政策の基本的な考え方」の

策定  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

中期計画を見直し、「中期財務計画の策定」と「単年度予算編

成及び決算検証に関わる制度の確立」の二つの事業に再編した。 

これにより 2022 年度は、「中期第Ⅱ期における財務政策の基

本的な考え方」、それに基づいて 2023 年度予算編成指針、10 か

年の収支シミュレーションを策定した。2023 年度は、学園の戦
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略項目である「安定した財政基盤」の財務諸表ベースでの具体化

に取組むとともに、予算編成及び決算検証の手順を検証する。  

２．予算編成指針に基づく予算編成及び予算・決算差異分析に関する検

証・フィードバック体制の確立  

≪事業設定の趣旨≫  

現状では、前年度決算の検証（点検評価）が実施できておらず

（2020 年度決算より一部実施）、全面的な PDCA サイクルの確

立が急務である。全事業の前年度決算に関する検証を「目的」を

キーとして、事業計画・運営計画に紐づけて、各部門内及び法人

機構の会議体で実施することにより、当年度の予算執行及び翌

年度の予算編成へつながる PDCA サイクルを具現化する。

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 予算・決算の検証・フィードバック  

目標  ： 各部門内及び法人機構内で 2021 年度決算会議を実施し、

予算・決算の差異を分析・検証  

結果  ：  決算検証に向けて、学園及び各部門の財務上の課題を整

理 

≪次年度・期中における改善方策≫  

中期計画を見直し、事業を「部門ごとの予算・決算書類（全財

務諸表）の完成と検証」に変更した。  

これに基づき 2022 年度は、要望予算に基づく、10 か年（2021

年度決算に基づく 2023～2032 年度）の部門別貸借対照表を策定

した。2023 年度は、部門ごと、機関・校舎ごと貸借対照表の試作

と作成手順の整理に取組む。  

３．キャッシュフローにおける長期シミュレーションの策定及び予算編成

指針への反映  

≪事業設定の趣旨≫  

安定した財政基盤の確立には、収支（損益）の観点のみならず、

キャッシュフローの観点が必要不可欠である。したがって、本学

の「本業」と言える教育・診療活動において安定的かつ十分なキ

ャッシュフローを生み出すことで、学園の将来を見据えた様々
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な投資を可能にする原資を確保する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 教育活動資金収支差額比率  

目標  ： 11.1 パーセント  

結果  ： 14.6 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、決算見込みによる検証を行った。2023 年度は、

2022 年度に見直した中期計画に基づき達成目標を必要に応じて

見直し、その実現に取組む。  

 
４．資金運用体制に関する外部委託を含めた検証  

≪事業設定の趣旨≫  

基幹収入（学納金収入・医療収入・補助金収入）の増収が見込

みづらい状況では、収入の多様化が必須である。現行の資金運用

について、その運用利息の増収を見据え、外部委託運用を含めた

運用体制について検証する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 資金運用体制の検証  

目標  ： 現行体制の検証完了  

結果  ： 現行体制の検証（継続中）  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、計画のとおり実行したが、目標としていた現行

体制の検証完了には至らなかった。2023 年度は、未完了部分を

早期に終え、資金運用体制の改善策案の作成に取組む。  

 

５．既存寄付制度の検証及び新制度の導入  

≪事業設定の趣旨≫  

基幹収入（学納金収入・医療収入・補助金収入）の増収が見込

みづらい状況では、収入の多様化が必須である。寄付者にとって

使途が明確かつ魅力があり、手続き等も簡便な寄付制度を構築

することで、寄付金収入の増収を図る。 
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≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 寄付制度の検証・改善  

目標  ： 既存制度の検証完了  

結果  ： 既存制度の検証完了  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、計画のとおり実行して目標を達成した。2023 年

度は中期計画に従い、新たな寄付制度案の作成に取組む。  

 
６．減価償却期間の見直し、施設設備計画を踏まえた適正な償却引当特定

資産の積上げ及び取崩し  

≪事業設定の趣旨≫  

経年の傾向分析から現行の減価償却期間の見直しを検討する

と同時に、客観的なライフサイクルコストデータに基づく既存

施設設備取替更新の原資として、計画的に償却引当特定資産の

積上げ及び取崩しを実施する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 学園の取替更新計画を踏まえた内部留保計画  

目標  ： 減価償却期間見直し案作成  

結果  ： 部門ごとの引当資産管理運用体制案の検討中  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

各部門の収支改善が将来の投資につながることを企図して、中

期計画を見直し、事業を「既存特定引当資産の整理及び管理運用

体制の構築」に変更した。  

これに基づき 2022 年度は、学園全体で管理している引当資産

を部門別に整理するための準備を進めた。2023 年度は、引当資

産管理運用体制の改善案の運用を目指す。  

 
７．継続的な学園改革推進特定引当資産の積上げ及び取崩し  

≪事業設定の趣旨≫  

新規施設設備計画等を実施する際に、事業費を過度に外部負債

に依存しないための原資として、継続的に積上げを実施する。ま
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た、内部留保状況等を勘案し、適切な取崩しを実施する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 学園改革推進特定引当資産累計額  

目標  ： 期末残高 195 億円  

結果  ： 期末残高 270 億円  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

中期計画を見直し、「中期第Ⅱ期における財務政策の基本的な

考え方」を踏まえ、フリーキャッシュフローの概念を導入した。

これに基づき 2022 年度は、部門ごとに既存計画の遂行に必要な

額を把握することに努めた。2023 年度は、部門ごとの適切な積

上げ額の把握に向けて、機関・校舎ごとの施設設備の適正規模を

検討する。  

 
〈動産・不動産政策〉  

１．学園共通の施設グランドデザイン策定ガイドラインの策定  

≪事業設定の趣旨≫  

施設の投資可否を適正に判断する材料のひとつとして、キャン

パスのあるべき姿を長期的ビジョンで示した施設グランドデザ

インとの整合性が必要であるが、中期第Ⅰ期において、策定を完

了しているキャンパスは一部である。よって、各キャンパスで施

設グランドデザインを策定する際に参考となるよう、策定プロ

セス及び盛り込むべき必須項目（配置計画、目標規模、耐震化率

向上への取組み等）を定めた学園共通のガイドラインを策定し、

継続運用が可能な検証・フィードバック体制を確立する。また、

各キャンパスの施設グランドデザインを踏まえ、学園全体の施

設総合グランドデザインを策定する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 「施設グランドデザイン策定ガイドライン」の策定状況  

目標  ： 各部門への周知と運用  

結果  ： 学園共通ガイドライン策定の方向性確認 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  
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2022 年度は、「中期第Ⅱ期における財務政策の基本的な考え方」

に基づき 2023 年度予算編成指針が策定された。さらに同年度予

算編成及び耐震化完了計画の議論を通じて、施設設備投資の適

正化が、中期第Ⅱ期の財務上の課題として共通認識された。  

次年度はこれを踏まえ、運用準備中の「施設グランドデザイン

策定ガイドライン」を見直す。  

 

２．施設投資可否基準運用体制の確立  

≪事業設定の趣旨≫  

施設投資可否事業計画シートを部門が自律的に作成し、対象と

なる全ての事業が施設投資可否基準に基づき審議される仕組み

を構築するため、同基準の運用における課題を改善し、継続運用

を可能とする検証・フィードバック体制を確立する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 対象事業の全てにおいて、施設投資可否基準に基づき運

用するための体制整備状況  

目標  ： 事業計画シートを部門が自律的に作成できるマニュア

ルの策定  

結果  ： 施設投資可否基準策定の方向性確認  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、「中期第Ⅱ期における財務政策の基本的な考え方」

に基づき 2023 年度予算編成指針が策定された。さらに同年度予

算編成及び耐震化完了計画の議論を通じて、施設設備投資の適

正化が、中期第Ⅱ期の財務上の課題として共通認識された。  

これを受けて、中期第Ⅱ期における進め方を見直し、次年度は、

財務的な観点により、投資回収の考え方に基づいた基準へと見

直し、試行運用を開始する。  

 
３．施設設備の整備に向けた資金計画の立案に必要なライフサイクルコス

トの算出  

≪事業設定の趣旨≫  

戦略実行計画「【財務Ⅱ】施設設備の整備に向けた資金計画の

立案・実施」と連携し、既存施設設備維持及び新規施設設備整備
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の参考データとなるライフサイクルコストを算出する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 施設設備の整備に向けた資金計画の立案に必要なライ

フサイクルコストのデータ作成状況

目標  ： 20 パーセント  

結果  ： ０パーセント  

≪次年度・期中における改善方策≫  

「中期第Ⅱ期における財務政策の基本的な考え方」を踏まえ、

実施内容を一部、見直した。次年度は、導入したフリーキャッシ

ュフローの概念及びライフサイクルコストデータの検証結果に

基づき、ライフサイクルコストの算出に必要なデータを定め、算

出方針を決定する。  
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Ⅱ 高等教育部門 

 
１．『学校法人東海大学における教育目標及び教育方針』の検証体制の構築  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の教育の核である現代文明論を中心とした教育を堅持

して、さらに深化させるため、高等教育部門・初等中等教育部門

を横断する検証体制を構築する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 検証体制の構築  

目標  ： プロジェクト設置、教育活動の実施状況調査（50 パーセ

ント）  

結果  ： プロジェクト設置完了、教育活動の実施状況調査準備  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

現在大学で行っている公益財団法人大学基準協会の基準に基

づく自己点検・評価及び初等中等教育機関にて行っている文部

科学省学校評価ガイドラインに基づく学校評価（自己評価）を活

かし、高等教育部門・初等中等教育部門が連携して双方が連動す

る検証項目を作成する。  

 
２．本学園独自の教育による教育効果測定手法の開発  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の全教育機関を通じて行われる現代文明論を中心とし

た教育の維持・深化を図るため、初等教育から高等教育までを一

貫して評価する教育効果の測定手法を開発する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 教育効果の測定手法の開発  

目標  ： プロジェクト設置、効果を測定する項目の検討  

結果  ： プロジェクト設置完了、効果を測定する項目の検討完了 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

初等中等教育部門との連携準備を事前に終えていなかったた

め、事業開始後の対応となり、2022 年度は行動計画を見直して
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実施した。また、2023 年度以降についても、達成目標を一部見

直した。  

３．特色ある高大連携、学部・大学院の連携体制の構築  

１）特色ある高大連携による一貫教育体制の強化

≪事業設定の趣旨≫  

一貫教育体制の強化を図るため、高等教育部門と初等中等教育

部門との連携体制を再構築する。両部門の教育機関が隣接する

地域を中心に、本学園の教育機関が設置されている地区（札幌、

東京・神奈川、静岡、福岡・熊本）ごとに、新たな連携モデルを

構築し、一貫教育の充実・発展に取組む。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新たなプログラムの運用  

目標  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

結果  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

≪次年度・期中における改善方策≫  

初等中等教育部門との計画合意を事前に終えていなかったた

め、着手後の対応に苦慮する結果となった。これに伴い、2023 年

度以降の達成目標の一部見直しを行った。  

２）社会の変化に応じた高大連携及び学部・大学院の連携

≪事業設定の趣旨≫  

コロナ禍において教育の形が変化しつつある。そのような社会

の変化に呼応するように幼小、小中、中高、高大、学部・大学院

の連携が見直されている。グローバル人材育成のため、新たな教

育機関の設立を視野に、将来的な教育機関のあり方を含め、これ

までの一貫教育の枠組みに捉われない新しい教育連携により、

文理融合教育の推進を図る。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新たな教育機関の設立構想  

目標  ： 一貫教育体制に対する内部環境調査  

結果  ： プロジェクト設置  

事業の概要

43



Ⅱ．高等教育部門 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

本事業計画は、戦略実行計画に関連して、高等教育部門が単独

で実施する計画であったが、初等中等教育部門との連携が必要

であるため、2023 年度以降については、３―１）に統合して、一

体的に実施する。  

 

４．SDGs の理念に基づく教育プログラムの導入  

≪事業設定の趣旨≫  

人・社会・自然の多様性を尊重し、相互理解を深めるための教

育を実践するため、2022 年度に設置した環境サステナビリティ

研究所を活用して SDGs の理念に基づく教育プログラムを導入

する。  

また、大学経営においても ESG（環境・社会・ガバナンス）を

念頭に置き、カーボンニュートラルの達成に向けて取組む。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： SDGs 科目の設定状況  

目標  ： 認定科目の定義の策定  

結果  ： 中部大学と SDGｓ連携プログラム協議中 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、大学全体の制度及びカリキュラム変更の影響等

により、全体的な議論にまでは至らなかった。取組み方法や設定

レベルに統一した基準を定めることは難しいため、中部大学と

の連携によって認定科目の定義付けを形にして、これをベンチ

マークとして学内の取りまとめ及び制度化を進める。  

 

５．学びの多様化  

≪事業設定の趣旨≫  

個人・文化の多様性及び価値観を受容し、相互理解を深めるた

めには、画一的な教育制度の改革が求められる。その改革として、

特定のキャンパスに縛られない回遊型教育制度、遠隔授業によ

る教育、合宿型初年次教育、地域・社会連携教育などの導入・発

展により学びの多様化を実現し、学生の自主性・創造性を育む。  
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≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新たに設計した教育制度数  

目標  ： 検討体制の確立  

結果  ： 検討体制の検討  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は組織・制度改編への対応により、計画を進めるこ

とが困難であったが、キャンパス間留学制度及び 2022 年度から

カリキュラムとして導入した遠隔授業などの運用実態を把握し

て、問題点を分析する必要がある。そのため、次年度には、他の

事業計画でも必要となる情報の収集を合理的に行うための検討

体制を立ち上げ、制度案（第１案）を策定する。  

６．正課外教育プログラムの検証・フィードバック体制の構築  

≪事業設定の趣旨≫  

大学は「正課」と「正課外」による教育体制を構築し、「正課」

とともに新たな「正課外教育プログラム」を開発するだけではな

く、学生の様々な「正課外活動」に着目して、それによる教育効

果を見出して支援体制を整える責務がある。  

これまで各校舎において実践してきた「クラブ・サークル活動」

「チャレンジセンタープロジェクト」などの様々な活動を踏ま

え、プログラムの検証・フィードバック体制を構築し、教育効果

を明確にする。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 正課外教育プログラムの検証・フィードバック体制の構

築 

目標  ： 正課外教育プログラム現状調査  

結果  ： 正課外教育プログラム現状把握完了  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、スチューデントアチーブメントセンター、スポ

ーツプロモーションセンターの業務において現状の把握を行っ

た。  
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2023 年度は、湘南校舎以外のキャンパスの関係部署、教職員、

また在学生との意見交換も交えながら課題を整理する。  

 
７．研究費の傾斜配分基準の制定  

≪事業設定の趣旨≫  

新たな社会的価値を創造する研究を推進するためには、公的資

金、研究寄付金あるいは産業界との共同研究等の外部資金の獲

得を強化する必要がある。さらに大学独自の研究資金を効果的、

且つ効率的に活用するために、研究活動の評価結果に基づいた

傾斜配分基準を制定し、研究者へのインセンティブとして傾斜

配算することで研究活動の促進を図る。 

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 研究費の傾斜配分基準の制定  

目標  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

結果  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、中期第Ⅱ期の初年度の取組みとして、計画どお

り検討プロジェクトを立ち上げ、検討内容を決定した。次年度は、

定期的にプロジェクト会議を開催し、それら課題の検討に取組

む。  

 
８．研究所・センターの再編  

≪事業設定の趣旨≫  

新たな社会的価値を創造する研究を促進するため、統廃合を含

めて研究所を再編する。現在、多くの研究所・センターを設置し

ている一方で、教員が個別に外部資金を獲得し萌芽的な研究に

取組んでいる事例もある。そのため現在の研究所・センターの機

能を検証して、新たな研究分野の組織化も含めて再編し、同時に

共同研究及び外部資金の獲得を加速させるため、研究プロジェ

クトによる機動的な活動を促す体制とする。また、研究組織自体

も PDCA サイクルを回転させ、更なる研究促進を図る。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  
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指標  ： 組織体制の整備状況  

目標  ： 現状分析  

結果  ： 再編案策定に着手  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

本学の強みである特定の研究所・センターを先行して再編対象

とし、拠点化を図る手法に変更した。まず次年度からの２年間で

これらを行い、その後、先行して展開した拠点を参考に他の研究

所・センターに展開する。  

 
９．研究支援体制の強化  

≪事業設定の趣旨≫  

学内、産学あるいは地域との共同研究を促進するマッチング機

能の強化、研究促進のための職種（研究担当アドミニストレータ

教員等）の配置、外部研究費の獲得と拡充、学内研究費の集中化

等を実施し、新たな知的財産を継続的に創出する研究体制を構

築する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  支援体制の整備状況  

目標  ：  現状分析（事務組織改編に伴う影響）  

結果  ：  各カレッジオフィス／センターによる分析完了、全体分

析・改善策策定中  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

予定していたリサーチアドミニストレーター（URA）採用が先

行して展開できたため、次年度はリサーチアドミニストレータ

ー（URA）との協働を強化し、2024 年４月に新たな支援策を展

開できるよう進めていく。  

 
10．学生一人当たりにかかるコストの分析  

≪事業設定の趣旨≫  

カレッジ体制の実質化を図るため、カレッジの評価指標を設定

し、カレッジ体制の効果及びカレッジに配置した学部運営の適

切性の検証が必要となる。学生一人当たりにかかるコスト分析
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を行い、学費及び経費（人件費含む）等の適切性を検証しつつ、

適切な収支バランスの評価指標を策定することで、PDCA サイ

クルによる各カレッジの自律的な発展を支える。

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 学生一人当たりのコスト分析、コストに係るカレッジ評

価指標の策定と運用  

目標  ： 学生一人当たりコスト分析（2021 年度）の実施  

結果  ： 学生一人当たりコスト分析（2021 年度）の実施  

≪次年度・期中における改善方策≫  

実施初年度のため、分析項目の設定に時間を費やす結果となり

計画が遅延した。次年度は、計画の見直しを行い遅延なく作業を

進めるとともに、評価指標設定に向けたデータの蓄積を図る。  

11．多様化する働き方等に対応する取組み  

≪事業設定の趣旨≫  

教育研究基本方針Ⅱに定めた、個人・文化の多様性及び価値観

を受容し、相互理解を深めるための教育を実践するとともに、大

学経営においてもそれらを実践していく必要がある。  

そのため、ESG（環境・社会・ガバナンス）を念頭に、ワーク

ライフバランスを向上させる多様な働き方を実現し、大学教育

体制の強化を図る。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 全ての教職員にとって働きやすい環境の整備  

目標  ： ①女性管理職割合の検討：学内状況調査 

 ②育児休業取得の検討 ：  －

結果  ： ①女性管理職割合の検討：学内状況調査中  

②育児休業取得の検討 ：学内状況調査完了

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、①女性管理職割合についての検討を行う計画で

あったが、育児・介護休業法の改正施行により、2024 年度開始

の計画であった②育児休業取得についての検討を前倒ししたた
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め、①は未完了となった。次年度は、次のことに取組む。  

①：2022 年度に実施できなかった学内状況調査（教職員の意

識調査、ヒアリング）の実施及び学外機関（他大学、教育

機関外）へのヒアリング等を実施する。 

②：2022 年度に引き続き推奨活動を展開するとともに、学外

機関（他大学、教育機関外）へのヒアリング等を実施する。  

 

12．学園共通のガイドラインを踏まえた各キャンパスにおける施設グラ

ンドデザインの策定  

≪事業設定の趣旨≫  

人・社会・自然の多様性を尊重し、相互理解を深めるための教

育を実践するため、学生・教職員をはじめとする全ての利害関係

者にとって平等に、快適で利便性の高い施設設備環境を提供す

る必要がある。全キャンパスの施設グランドデザインを策定し、

耐震化をはじめとする防災機能強化、バリアフリー化及びキャ

ンパスライフ充実のための空間の拡充など、2017 年度に策定し

た湘南校舎グランドデザインの遂行をはじめ、「キャンパスライ

フの充実」「ダイバーシティ」「グローバル」「ノルディックスタ

ンダード」の４つの理念を基軸にした計画的な施設設備整備を

進める。なお、初等中等教育機関、付属病院と隣接している校舎

では、連携した計画とする。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 全校舎の施設グランドデザインの策定状況  

目標  ： ３校舎（伊勢原・清水・札幌）策定  

結果  ： ３校舎（伊勢原・清水・札幌）部門案策定  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

計画どおり各校舎の施設グランドデザインの策定（部門案）を

進めており、学園共通のガイドラインが策定され次第、内容及び

体裁を統一する。なお、これらは耐震化完了計画に基づいている

が、清水校舎については、海洋学部博物館及び総合資料センター

の将来計画の検討に合わせて変更を予定している。  
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13．各部門システムに実装されたデータの調査  

≪事業設定の趣旨≫  

統合基幹業務データベースの構築・運用開始に向け、高等教育

部門で運用しているシステムとそれらに実装されているデータ

の調査・整理を実施する。データの調査・整理に当たっては、「統

合基幹業務データベース導入検討プロジェクト」での取組みを

踏まえ、部門内での基礎情報の調査を実施し、法人管理部門から

示される調査計画に基づき、経営情報の精度向上につなげるた

めのデータの定義及び規則について検討する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 高等教育部門で運用しているシステム及び実装データ

の調査  

目標  ： 運用システムのリストアップ完了  

結果  ： 運用システムのリストアップ完了  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は計画どおり進められたため、次年度は予定どおり

部門システムのデータ調査を行う。なお、2026 年度までに利用

を終了するシステムのデータをどのように扱うか、あるいは今

後予定外に導入するシステムのデータ調査をどのように実施す

るかについても併せて検討する。  
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Ⅲ 初等中等教育部門 

 
１．『学校法人東海大学における教育目標及び教育方針』の検証体制の構築  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の教育の核である現代文明論を中心とした教育を堅持

して、さらに深化させるため、高等教育部門・初等中等教育部門

を横断する検証体制を構築する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 検証体制の構築  

目標  ： プロジェクト設置、教育活動の実施状況調査（50 パーセ

ント）  

結果  ： プロジェクト設置完了、教育活動の実施状況調査準備  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度計画を進めるに当たって、まずは『学校法人東海大

学における教育目標及び教育方針』の見直しから始めた。特に初

等中等教育機関については、学習指導要領との整合性を確認し、

幼稚園から高等学校までを改訂した。2023 年度は、この改訂に

基づき、各機関の教育活動状況調査を行う。  

 
２．本学園独自の教育による教育効果測定手法の開発  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の全教育機関を通じて行われる現代文明論を中心とし

た教育の維持・深化を図るため、初等教育から高等教育までを一

貫して評価する教育効果の測定手法を開発する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 教育効果の測定手法の開発  

目標  ： プロジェクト設置、効果を測定する項目の検討  

結果  ： プロジェクト設置完了、効果を測定する項目の検討着手 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、高等教育部門の「４つの力」のアセスメント実

践事例を各高等学校において共有し、教育効果を測定する項目
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の検討に着手したが、目標の達成には至らなかった。次年度は、

未完了である初等中等教育部門としての洗い出しを終え、両部

門合同で教育効果を測定する項目の立案を目指す。  

３．特色ある幼小連携、小中連携、高大連携体制の構築  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の一貫教育の意義を踏まえ、大学と付属中高、付属中高

と付属幼・小が近接している地区（札幌、東京・神奈川、静岡、

福岡・熊本）ごとに、その特色を活かした一貫教育プログラムを

運用して相互の交流を活発化させ、連携体制を強固にする。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新たなプログラムの運用  

目標  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

結果  ： 検討プロジェクトの立ち上げ  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、高等教育部門と合同で「拡大学園高大教育連携

プロジェクト」及び作業部会を設置し、地区ごとの一貫教育連携

体制の見直しを開始した。次年度は、これらプロジェクトにより、

各地区ごとのプログラム案を収集・検討し、実施計画案の作成を

目指す。  

４．各機関におけるニーズ調査  

≪事業設定の趣旨≫  

特に大学の各キャンパスと隣接する初等中等教育機関におけ

る一貫教育に基づく連携に関するニーズを調査し、課題を明ら

かにする。これにより、これまで実施してきた上級学校への体験

留学、体験授業、学校見学会等の取組みの改善、新たな連携プロ

グラムの運用等、一貫教育の実質化につなげる。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 各機関におけるニーズ調査  

目標  ： 連携状況の調査  

結果  ： 連携における問題点の解決（静岡地区のみ）  
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≪次年度・期中における改善方策≫  

当初計画を変更して、2022 年度は静岡地区に絞って、連携に

おいて問題となることの解決を行った。次年度は他の３地区に

ついて、同様に問題解決を図り、その上で新たな連携プログラム

の展開に向けたニーズ調査に取組む。  

 
５．付属学校推薦型選抜の評価基準の見直し  

≪事業設定の趣旨≫  

学園独自の一貫教育の意義を踏まえた推薦入学制度の実施、検

証・フィードバック体制を確立させるため、高等教育部門との連

携の下、付属学校推薦型選抜の評価基準の見直しを推し進める。 

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 付属学校推薦型選抜の評価基準  

目標  ： 新たな評価基準の検証（GTEC、学園基礎学力定着度試

験）  

結果  ： 新たな評価基準の検証（GTEC、学園基礎学力定着度試

験）  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は計画どおりに進められたため、選抜合格者の進学

後の追跡調査を継続し、評価基準が適切かどうか検証を続ける。

次年度は、当初計画のとおり適性審査の見直しを行う。  

 
６．英語力の外部評価システムの導入及び運用体制の構築  

≪事業設定の趣旨≫  

本学園の教育基本方針である、個人・文化の多様性や価値観を

受容し、相互理解を深める教育の一環として、国際性豊かな視野

を持った人材の育成を目指している。  

そのためには、美しい日本語、偏りのない歴史観、国内外の地

理、日本独自の文化等に対する関心と知識を持つことが第一歩

であることを理解させ、その上で外部試験を用いて、それぞれが

目標を掲げて挑戦する土壌を作る。また、そのスコアにより生

徒・児童の英語力を測るのみならず、その結果を授業にフォロー
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アップするとともに、この重要性を理解して主体的に取組む姿

勢を身につけたかの意識調査を行い、同様に授業に反映する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  英語学習に主体的に取組む姿勢を身につけた児童・生徒

の割合（小学校～高等学校）  

目標  ：  70 パーセント  

結果  ： 70 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

GTEC スコアを付属学校推薦型選抜の持ち点に加算できる体

制が整い、主体的に英語学習に取組む姿勢を評価できるように

なった。  

次年度も引き続き意識調査結果を授業に活かし、英語学習に主

体的に取組む姿勢を身につけた児童・生徒の割合を増やす。  

 

７． ICT 教育環境整備  

≪事業設定の趣旨≫  

個人・文化の多様性や価値観を受容し、相互理解を深めるため

には、情報を踏まえて自分の考えを持ち、他者とのやり取りを通

じて更に深く物事を考えることが必要である。そのため、ICT 教

育を通じてそれらに必要な力を身につけさせることを目標とし、

生徒一人ひとりの主体的に学習を進める能力の習得状況及び学

習意欲と学びの取組みの効果を検証する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  ICT 学習に主体的に取組む姿勢を身につけた生徒の割

合（中等部・高等学校）  

目標  ：  70 パーセント  

結果  ： 70 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

ICT 教育推進委員会において各校の ICT 教育環境を把握し、

コロナ禍によるリモート授業は、支障なく運営されている。また、

生徒が ICT 学習に主体的に取組んでいるかを把握するため、
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2022 年度に初めて意識調査を行ったところ、概ね肯定的な結果

であった。次年度は調査項目を見直し、更に詳細に把握して、授

業へのフィードバックを行う。  

 

８．各機関における正課外教育プログラムの検証・フィードバック体制の

構築  

≪事業設定の趣旨≫  

自主性及び豊かな人間性を育成するために、部活動、生徒会（児

童会）活動、学級・ホームルーム活動、学校行事、社会に奉仕す

る活動等を積極的に推進し、これらの多様な活動を効果的に展

開することにより、企画力・実践力・リーダーシップといった社

会で必要とされる能力を育む。  

初等中等教育部門では、「学習と部活動の充実」を基本方針と

しており、全人教育を図り、勝利至上主義に陥ることなく、競い

合うことの大切さを学ばせ、探求心や創造力を育成する。そのた

め、各活動の充実とともに、教科外活動の参加者の増加を図る。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  正課外教育プログラムの検証・フィードバック体制の構

築 

目標  ：  正課外教育プログラム現状調査  

結果  ： 部活動の現状調査  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

部活動をはじめ、生徒会活動、学校行事（建学祭や体育祭）等

の教科外活動は、コロナ禍により活動の制限を余儀なくされた。

そのため、2022 年度に計画していた現状調査は、次年度に先送

りして、2023 年度に計画していたニーズ調査とともに実施する。 

 

９．生徒等一人当たりにかかるコストの分析  

≪事業設定の趣旨≫  

各初等中等教育機関の学費及び人件費をはじめとした園児・児

童・生徒一人当たりにかかるコストを分析し、健全な経営を行う

ための改善点を検証する。  
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≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  園児・児童・生徒一人当たりのコスト分析  

目標  ：  過年度の分析  

結果  ： 現状の検証（収入面）  

≪次年度・期中における改善方策≫  

20 年以上の長期にわたって学費改定をしていない学校につい

て、学費引き上げを決定した。次年度は、健全な学校運営に必要

な収支バランスを確保するための基準算出に向けて検証を行う。 

10．多様化する働き方等に対応する取組み  

≪事業設定の趣旨≫  

付属望星高等学校を除く全ての付属高等学校及び中等部では、

試行を経て 2022 年度に「１年単位の変形労働時間制」を導入し

た。本運用により明らかになった課題解決とともに、全ての機関

において働き方改革を実現するため、未実施の機関においても

取組みを行う。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  ①働き方改革実施済機関

：「１年単位の変形労働時間制」導入後の対応状況

※高等学校〈付属望星高等学校を除く〉、中等部

②働き方改革未実施機関

：導入状況

※付属望星高等学校、小学校、認定こども園

目標  ：  ①本運用に伴う課題抽出・解決策検討  

 ②課題抽出

結果  ： ①本運用に伴う課題抽出・問題解決策決定  

②課題抽出

≪次年度・期中における改善方策≫  

全ての高等学校（通信制を除く）・中等部で「１年単位の変形

労働時間制」の本運用を開始し、課題等については、年３回実施

の学園校園長会議で報告・検討し、問題点及び課題を都度解決し

ている。  
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次年度は、当初計画どおり未実施機関の抱える課題解決に向け

て重点的に取組む。  

 

11．学園共通のガイドラインを踏まえた各キャンパスにおける施設グラ

ンドデザインの策定  

≪事業設定の趣旨≫  

各校園における施設的な課題を明確にし、想定し得る将来構想

を踏まえた施設整備計画を示すため、学園共通のガイドライン

を基盤として各機関における施設グランドデザインを策定する。

なお、高等教育機関と隣接している機関では、連携した計画とす

る。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  学園共通のガイドラインに基づく施設グランドデザイ

ンの策定状況  
目標  ：  策定   ：札幌高  

   検討   ：福岡高、自由ケ丘幼  

結果  ： 部門案策定：札幌高、福岡高、自由ケ丘幼  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

各校園舎の施設について部門としての案を定め、一部具体的な

工事計画作成を開始した。他の校園についても、計画に従って順

次、効果的・効率的な施設設備計画を立てる。  

 

12．各部門システムに実装されたデータの調査  

≪事業設定の趣旨≫  

統合基幹業務データベースの構築・運用開始に向け、部門にお

いて標準活用している校務システム「Symphony」に実装されて

いるデータ等について現状を調査し、経営情報としての活用に

向けた展望を取りまとめる。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ：  校務システム「Symphony」を中核とした校園業務にお

けるシステム及びデータの調査  
目標  ：  校務システム「Symphony」実装データの調査  
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結果  ： 校務システム「Symphony」実装データの調査準備  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、校務システム「Symphony」の利用状況及び課題

調査を予定していたが、その前段階として、各校園が一元的に利

用することの検討を行うことに留まった。このため、各年度の予

定を１年先送りして、次年度は 2022 年度に予定していたことに

取組む。  
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Ⅳ 病院部門 

 
１．学園共通のガイドラインを踏まえた各付属病院における施設グランド

デザインの策定  

１）伊勢原キャンパス新１号館建設事業の推進  

≪事業設定の趣旨≫  

病院部門として教育・研究・診療の重要拠点である、伊勢原キ

ャンパス全体の施設整備方針「伊勢原キャンパス施設グランド

デザイン」を策定する。その具現化事業として、老朽化し耐震性

の低い１号館の建設事業を中心に据えることで、学園全体の耐

震化率の大幅な向上を見込む。また、施設グランドデザインにお

いては、付属病院を含めた既存建物の有効利用・高機能化も検討

し、将来を見据えた効率的な面積配分と合理的な配置を実現さ

せる。なお、他の付属病院に関しては、大規模事業の計画時に施

設グランドデザインを策定する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 伊勢原キャンパス新１号館建設事業における着工まで

の事業工程進捗率  

目標  ： 30 パーセント（伊勢原キャンパス施設グランドデザイ

ン策定・基本計画・基本設計）  

結果  ： 20 パーセント（基本計画の承認）  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、概ね計画どおり進捗したため、計画どおり施工

者選定及び実施設計を行う。これらの実施に当たっては、サウン

ディング調査を行い、それを踏まえて進める。  

 
２．グローバル標準の診療・教育・研究の実践  

１）新たな研究領域と先端的な研究の開拓  

≪事業設定の趣旨≫  

大学病院に勤務する医師（教員）は、常に最新の医学の専門知

識・技術を備え、研究医として医療の現場で患者の診察及び治療

を行い、その結果を研究にフィードバックし、今日よりも未来の

医療を良くする新しい医療の創出に係る重要な役割を担ってい
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る。すなわち医学部及び大学病院全体において「研究マインド」

を涵養し、臨床研究、基礎医学研究を推進することで、「良医」

の務めを果たすことが必要である。  

このため、各付属病院と医学部医学科の共同事業としてこれに

取組み、さらに付属病院においては、治験事業収入の拡大、医学

部医学科においては、科学研究費補助金の採択率向上を図る。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 新規治験受託件数  

目標  ： 38 件 

結果  ： 40 件 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、目標件数を達成することができた。  

一方、次年度以降については、治験担当医師の退職による影響

を注視しつつ、計画に従い、新規治験受託件数増加を進めていく。 

 
２）「日本版ホスピタリスト」育成の診療・教育拠点の形成  

≪事業設定の趣旨≫  

患者全体を見据えた内科診療である「ホスピタリスト」が北米

を中心にグローバル標準になっており、日本の事情に合ったホ

スピタリストを各付属病院へ将来的に配置すべく、各付属病院

と医学部医学科での共同事業として立案する。各付属病院への

配置に当たっては、医学部医学科で教育拠点を形成し、付属病院

での実践的な臨床実習を経た医師を配置することで、他大学医

学部・付属病院との違いを鮮明にして、チーム医療の推進と病院

機能の効率化を図り、患者へ提供する医療の質を向上させる。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 「日本版ホスピタリスト」育成拠点形成に関する基本計

画の策定準備  

目標  ： 基本計画の策定  

結果  ： 基本計画（アクションプラン）の策定  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  
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ホスピタリスト制度の理解及び制度導入に向けた合意形成に

苦慮したが、2022 年度に基本計画（アクションプラン）を策定

することができた。次年度は、このアクションプランに基づき、

①ホスピタリスト育成、②医療の質の向上、③ワークライフバラ

ンスの実践に取組み、将来的なホスピタリストの配置に向けて

展開していく。  

 
３．臨床研修医の確保  

≪事業設定の趣旨≫  

病院の安定的な経営と事業発展において、収入確保の重要なフ

ァクターである医師の確保は、至上命題である。医師確保の入口

戦略である臨床研修プログラム及びそのマッチング率は、医師

の要員計画に影響するものである。また、臨床研修プログラムの

マッチング率 100 パーセント達成は、医学部医学科の重要な出

口戦略として、国家試験合格率 100 パーセント達成と並ぶ、注力

すべき取組みである。  

以上より、各臨床研修プログラムの改善を図り、安定的にマッ

チング率 100 パーセントを達成することを目指す。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 全プログラムでのマッチング率  

目標  ： 100 パーセント  

結果  ： 97.8 パーセント（周産期プログラムで 1 名アンマッチ） 

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は１名分がアンマッチとなったが、マッチングは、

全国統一のアルゴリズムにより行われるため、施設側の取組み

にのみ因らない。そのため目標を、臨床研修医の充足率を引き上

げるための対策を打ち出す方針に転換する。  

 
４．原価管理による収支改善  

１）適正な医療経費比率の確保  

≪事業設定の趣旨≫  

特定機能病院、急性期病院の運営は、更に厳しさを増し、単な

る医療収入の増収だけでは健全な病院経営は実現できない。原
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価を投入しない医療収入の増収と医療経費の削減等、費用対効

果を踏まえた経営が必須となる。部門内で連結黒字とすること

を目指し、全ての付属病院共通で原価管理に基づく経営分析を

行い、医療経費比率の低減をはじめとした経営改善施策を実施

することで、安定的かつ継続的な部門としての黒字の達成を実

現する。  

また、将来的な各付属病院の機能及び経営基盤を検討する上で

重要な要素である、人件費（人件費比率）の適正化も併せて検討

していく。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 医療経費比率  

目標  ： 38.0 パーセント  

結果  ： 39.3 パーセント  

≪次年度・期中における改善方策≫  

学園の安定した財務基盤の確立には、医業利益（医療収入ー医

療経費）の確保が重要となるため、医薬品及び医療材料の採用の

厳格化、調達における価格交渉の強化等により、医療経費比率の

圧縮を促進する。  

５．多様化する働き方等に対応する取組み  

１）医師の働き方改革への対応

≪事業設定の趣旨≫  

働き方改革関連法の医師への適用が本格実施される 2024 年度

を見据えて、2021 年度作成の「働き方改革対応ロードマップ」

に則り、「医師の望ましい働き方・健康確保」と「患者に必要な

医療の確保」のバランスを取った各種施策に取組む。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 医師の働き方改革ロードマップの進捗度 

目標  ： 50 パーセント（労働時間短縮計画の策定と実施）  

結果  ： 50 パーセント（労働時間短縮計画の策定と実施）  

≪次年度・期中における改善方策≫  
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2022 年度は概ね計画どおりに進められたため、医師の働き方

改革が本格実施となる 2024 年４月に向けて、「医師の働き方改

革ロードマップ」に則り、遅滞なく取組みを進める。  

６．2042 年（建学 100 周年）に向けた長期ビジョン構築  

≪事業設定の趣旨≫  

アフターコロナ、技術革新、急速な人口減少、超高齢社会の到

来、二次医療圏のニーズ、病院の機能分化、医療制度改革、働き

方改革など、これまで経験したことのない外部環境の変化に対

応しなければならない。各付属病院の外的要因、地域における立

ち位置、強み・弱み、医療トレンドなどを分析することで、建学

100 周年の 2042 年に各付属病院は、どのような機能と役割を持

つのかを明確にし、長期ビジョンを医学部 50 周年記念時に公表

する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 長期ビジョンの策定  

目標  ： 将来計画（骨子）の確定  

結果  ： 将来計画（骨子）の確定  

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度はコロナ診療が継続され、通常診療とは異なる病院

運営となった。今後のアフターコロナの診療体制、既存施設の耐

用年数、各付属病院の周辺環境の点検を病院本部と各病院が連

携して進めていく。  

７．各付属病院が連携した医療安全の推進  

１）医療安全啓発活動への全員参加

≪事業設定の趣旨≫  

医療安全は、医療現場において最優先の課題であり、病院勤務

の教職員等への周知及び徹底が必須である。そのため、前期に引

き続き、対象者には、年２回医療安全セミナーに出席を義務付け

ていく取組みを維持する。  

≪達成目標に対する検証結果≫  
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指標  ： 対象となる教職員に義務付けた、①医療安全セミナーの

出席回数（２回）の達成率、②e ラーニングの受講率  

目標  ： ①②とも 100 パーセント維持  

結果  ： ①100 パーセント、②100 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、医療安全・感染防止セミナーの２回受講が 100 パ

ーセント、院内ポータル及び Microsoft Teams による e ラーニ

ング受講率が 100 パーセントであった。 

東京都による立入検査において、非常勤医師に対してもセミナ

ー受講が求められていることから、次年度には非常勤職員につ

いても研修を実施する。  

 
２）医療安全対策チーム活動の更なる活性化  

≪事業設定の趣旨≫  

医療安全に関する実践的な活動の一環として、医療安全対策チ

ームが各部署で発生した問題に対する安全対策の立案・周知・評

価を実施している。前期に引き続き、各対策チームの活動を活性

化させ、重大事案が発生するリスクを低減する。  

 

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 安全対策の周知率  

（全ての医療安全対策チームが対策を立案した上での

周知）  

目標  ： 100 パーセント  

結果  ： 80 パーセント  

 

≪次年度・期中における改善方策≫  

2022 年度は、全ての医療安全対策チームが計画を立て、活動

を行った。安全対策の立案、周知率 100 パーセントを目標として

いたが、チームにより活動にバラつきがあり、達成できなかった。 

2023 年度は、医療安全対策チーム活動を定期的に開催し、Web
等様々な媒体を活用して周知活動を実施する。  

 

事業の概要

64



Ⅳ．病院部門

８．各付属病院のシステムにおける実装データの調査実施  

≪事業設定の趣旨≫  

統合基幹業務データベースの構築・運用に先立ち、各付属病院

で運用しているシステムの洗い出し（システムの種類・管理部

署・担当者）とそれに付随する格納データを調査・整理すること

を目的とする。格納データの調査・整理に当たっては、「統合基

幹業務データベース導入検討プロジェクト」での成果を経営情

報の精度向上につながるかどうか、統合基幹業務データベース

との連携について判断できるかどうかの視点でアップデートす

る。  

≪達成目標に対する検証結果≫  

指標  ： 各付属病院で運用しているシステム及び格納データの

調査  

目標  ： 運用システムのリストアップ完了  

結果  ： 付属病院の運用システムのリストアップ完了  

≪次年度・期中における改善方策≫  

当初計画では、2022 年度に各付属病院の運用システムのリス

トアップを完了させ、2023 年度にデータの整理に取組む予定と

していた。その後、2022 年度は付属病院の運用システムのみリ

ストアップし、付属東京病院及び八王子病院については、2023 年

度予定のリプレイス後に運用システムのリストアップを行うよ

うに計画を変更し、2023 年度以降の計画については、順次後送

りとすることとした。  

事業の概要

65



事業の概要

66



 

 
 
 
 
 
 
 

財 務 の 概 要 
  

財務の概要

67



 

 

財務の概要

68



財務の概要

69



財務の概要

70



財務の概要

71



財務の概要

72



財務の概要

73



財務の概要

74



財務の概要

75



財務の概要

76



財務の概要

77



財務の概要

78



財務の概要

79



財務の概要

80



財務の概要

81



財務の概要

82



財務の概要

83



財務の概要

84



財務の概要

85



財務の概要

86



財務の概要

87



財務の概要

88



財務の概要

89



財務の概要

90



財務の概要

91



財務の概要

92



財務の概要

93



財務の概要

94



財務の概要

95



財務の概要

96



財務の概要

97



財務の概要

98



財務の概要

99



財務の概要

100



財務の概要

101



財務の概要

102



財務の概要

103



財務の概要

104



財務の概要

105



財務の概要

106



財務の概要

107



財務の概要

108



財務の概要

109



財務の概要

110



財務の概要

111



財務の概要

112



財務の概要

113




